
 

 

 

 

 

 

 

 

 

ふくしま水道事業ビジョンに係る 
 

第 ３ 期 財 政 計 画 
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１ 財政計画  

ふくしま水道事業ビジョン期間：平成２８年度～令和 ７年度 

         ・第 1期財政計画：平成２８年度～平成３０年度 

・第２期財政計画：令和 元年度～令和 ３年度 

・第３期財政計画：令和 ４年度～令和 ７年度（４ヵ年） 

          （経営実績や社会経済状況等を適正に反映させるため、概ね３年ごとに財政計画を策定し、再検証を実施） 

 

・水道料金算定の根拠となる計画で、中長期的な経営判断により、企業の継続性を確保するもの。 

   ・ふくしま水道事業ビジョン２０１６に掲げる「安全」「強靭」「持続」「環境」を柱とする事業財源を確保するもの。 

 

２ 第３期財政計画策定について  

(1)主な事業 ：水道施設耐震化事業（基幹施設、基幹管路の耐震化）、老朽管更新事業、旧渡利浄水場解体撤去工事など 

(2)水需要予測：第１期及び第２期の財政計画の検証や新型コロナウイルス感染症拡大の影響を踏まえ算定 

(3)事業財源 ：企業債や国庫補助を有効活用した事業財源の確保 

          企業債借入基準 建設改良費 50％ → 建設改良費 55％～60％  

 

 

ふくしま水道事業ビジョン２０１６基本理念         第６次福島市総合計画 まちづくり基本ビジョン 

                                  （水道事業該当部分抜粋） 

 

 

 

 

 

 

                                     ◎水需要減少の抑制 

                                     ◎老朽施設の更新と耐震化の推進 

 

 

 

 

「いのちの水」を絶やすことなく 

 信頼され親しまれる水道に向けて、 

         次の１００年へ挑戦します 

基本方針１ 安全でおいしい水の供給 

基本方針２ 災害に強い水道の構築 

基本方針３ 持続可能な水道経営 

基本方針４ 地球にやさしい水道へ挑戦 

基本方針 ２ 暮らしを支える安心安全のまち 

重点施策 (3)災害対策の強化 

個別施策 良質な水道水の安定供給 
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３ 業務の予定量  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 第３期財政計画の骨子  

(1)水道料金 

収支及び年度末繰越財源の状況から、企業としての健全性を確保し、現行水道料金水準による事業運営が可能である。 

 

    ①基本料金（１か月につき）  (税抜）     ②水量料金                  （税抜） 
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口　径 基本料金

１３ｍｍ １，２５０円

２０ｍｍ ２，５００円

２５ｍｍ ３，４５０円

３０ｍｍ ５，１５０円

４０ｍｍ １０，５００円

５０ｍｍ １４，１００円

７５ｍｍ ３４，３００円

１００ｍｍ ５５，９００円

１５０ｍｍ １１５，７００円

種　類 水量区分 水量料金（１㎥につき）

　１～１０㎥ ８４円

１１～２０㎥ １２９円

２１～５０㎥ １９２円

　　　　５１㎥～ ２４７円

１～２００㎥ ３５円

　　　２０１㎥～ ８０円
公衆浴場用

一　般　用

1

2

3

4

5

項　　　　　目
財政計画期間

４年度 ５年度 ６年度 ７年度

給 水 人 口 （ 人 ）

29,228,394 28,734,625 28,334,220

年 間 受 水 量 （ ㎥ ） 29,379,211 29,070,561 28,579,458 28,181,215

273,797 271,182 268,244 265,311

年 間 有 収 水 量 （ ㎥ ） 26,729,680 26,501,255 26,105,530 25,784,221

給 水 戸 数 （ 戸 ） 126,758 126,131 125,348 124,559

年 間 総 配 水 量 （ ㎥ ） 29,538,720



 

 

 

 

 

 

(2)収益的収支の状況 

収入については、人口減少や異常気象に加え、新型コロナウイルス感染症拡大の影響による観光、飲食業などの大口需要者を

中心とした給水収益が減少する厳しい見込みとなったが、ウイルスの感染防止対策などによる家庭用使用水量の増加など、これ

まで減少傾向にあった水需要とは違った使用実態も確認されている。今後は、感染状況と経済活動の回復状況により、給水収益

も増減するため、注視が必要である。 

支出については、本格的な維持管理の時代を迎え修繕費用等が増加傾向にあるほか、廃止施設の解体撤去費用なども加わり、

比較的高い水準で推移している。 

 

(3)資本的収支の状況 

収入については、国庫補助に加え、企業債を有効に活用して事業財源の確保に努めた。 

支出については、第６次福島市総合計画に基づく基幹施設、基幹管路の耐震化事業（耐震補強、新規布設）に係る費用を集中的

に計上したほか、引き続き老朽管更新事業に取り組み、水道水の安定供給に努めることとする。 

 

(4)事業財源等の確保及び費用平準化 

資本的収支：企業債を有効活用し、基幹施設、基幹管路の耐震化事業の進捗を図る。 

※借入限度額を従来の建設改良費の 50％から 55～60％に拡大 

収益的収支：旧渡利浄水場解体撤去費用は予算外借入を行い、実質的な経営に影響を与えないものとする。 

     ※予算外借入：当初予算議案の条文に借入額を文言記載するものの、収入予算計上を行わない借入。 

            当年度の損益計算には影響せず、年度末繰越財源額にのみ反映される。 

特別修繕引当金：拡張期に整備した配水池等の大規模修繕に備え、費用の平準化を図る。 
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５ 収支計画  
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６ 重点事業  

第 6次福島市総合計画に掲げる「良質な水道水の安定供給」のための災害対策の強化に係る事業に対し、集中的に費用を配分した。 

また、限られた財源による効率的・効果的な施設更新のため、水道施設情報管理システム等を活用し、更新計画の精度向上を図った。 

 

◎基幹施設耐震化の推進：令和 7 年度までに、重要度の高い基幹施設（受・配水池、高架水槽）のレベル１耐震化率 100％を目指す。 

                ※施設の更新、補強、統廃合により耐震化率向上に取り組む 

 

◎基幹管路耐震適合率 ：令和 7年度までに、重要度の高い基幹管路（導水管、送水管、配水本管）のレベル２耐震適合率 100％を目指す。 

              ※耐震機能を有しない管を、耐震継手のダクタイル鋳鉄管に更新することで耐震適合率向上に取り組む 
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